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令和５年度１２月補正予算の概要 

 

 

一 総  括 

 

（一般会計補正予算（第 6号））                   （単位：千円、％） 

 

区 分 

 

既 定 予 算 額 

 

12月補正予算額 

(第 6号) 

 

計 

（A） 

令和 4年度 

12 月現計予算額 

（B） 

 

(A)/(B) 

 

総 額 

 

 

553,992,888 

 

2,057,677 

 

556,050,565 

 

649,444,592 

 

85.6 

 

 

 

 

二 主要事業 

 

○ 県広報誌「ふれあい」等発行費                  7,026千円  

物価高騰の影響を踏まえ、県広報誌の発行に要する経費を増額する。 

既定予算額  80,278 

補 正 額   7,026 

  計    87,304 

 

○ ふるさと納税促進対策事業費                  50,000千円  

ふるさと納税の寄附金受入額の増加に伴い、寄附者に対する特産品の贈呈等に要する経

費を増額する。 

既定予算額  206,411 

補 正 額   50,000 

  計    256,411 

 

○ 戦没者納骨堂維持管理事業費                  11,365千円  

来訪者の利便性向上と安全確保を図るため、戦没者納骨堂の改修を行う。 

既定予算額   1,228 

補 正 額  11,365 

  計    12,593 

 

○ ○新児童家庭支援センター多機能化モデル事業費補助金        7,000千円  

地域における児童福祉の向上を図るため、児童家庭支援センターが行う多機能化モデル

事業に対し助成する。 

（財源：児童虐待防止対策等総合支援事業費補助金） 

補 助 先  社会福祉法人山梨立正光生園 

事 業 内 容  子育て家庭への訪問相談の実施等 

補 助 率  10/10 

 



 

2 

○ ○新県有地賃料改定等対策事業費                  1,100千円  

県有地賃料改定の交渉等の委任について変更契約を締結する。 

1 交渉代理人弁護士への着手金                  1,100 

2 賃料改定交渉等の委任の変更契約締結に係る債務負担行為 

 

○ 県有施設ＬＥＤ照明機器整備事業費               498,711千円  

2050年までの脱炭素化の実現に向け、県有施設のＣＯ２排出量の削減及び県内の取り組 

みを牽引するため、ＬＥＤ照明機器への更新を推進する。 

（財源：脱炭素化推進事業債） 

事 業 内 容  更新工事 

対 象 施 設  出先機関庁舎等(知事部局所管) 

既定予算額   726,524 

補 正 額   498,711 

  計    1,225,235 

 

○ 障害者スポーツ用具・環境整備事業費補助金             173千円  

企業版ふるさと納税等の寄附金受入額の増加に伴い、障害者スポーツ用具の整備に対す

る助成額を増額する。 

（財源：寄附金） 

補 助 先  県障害者スポーツ協会 

補 助 率  10/10 

既定予算額  1,000 

補 正 額    173 

  計    1,173 

 

○ 重要病害虫防除費                        8,655千円  

テンサイシストセンチュウのまん延を防止するため、防除に協力した者に協力金を交付

する。 

（財源：消費・安全対策交付金） 

既定予算額  12,203 

補 正 額   8,655 

  計    20,858 

 

○ ○新水素社会実現戦略的拠点整備事業費              127,600千円  

やまなしモデルＰ２Ｇシステムの品質確保や水素利用の可能性を広げる新たな研究事業

の誘致を図るため、米倉山電力貯蔵技術研究サイトに設備等を整備する。 

整 備 場 所  甲府市下向山町地内 

整 備 内 容  Ｐ２Ｇシステム評価設備 水素供給設備等 

事 業 年 度  5～6年度 

事 業 費  総事業費  315,600 

       5 年 度  127,600 

       6 年 度  188,000 
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○ ○新需給調整市場参入事業費                   100,000千円  

電力の効率的な活用に資するため、民間事業者と共同事業体を設立し、需給調整市場に

参入する。 

事 業 内 容  共同事業体への出資 

 

○ 県立学校教育情報基盤システム整備費(債務負担行為) 

最新のセキュリティ対策を備えた新たな教育情報ネットワークシステムを整備する。 

期 間  5～11年度 

限 度 額  1,884,302 

 

○ 職員給与改定                        1,421,846千円  

人事委員会勧告に鑑み、職員の給与改定を行う。 

改 定 率  1.0% 

期末・勤勉手当  4.50月(改定前 4.40月) 

実 施 時 期  5.4.1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区         分 既定予算額 補 正 額 計 

知 事 部 局 等 職 員 26,451,194 314,271 26,765,465 

教 育 委 員 会 職 員 66,369,330 876,433 67,245,763 

警 察 本 部 職 員 16,812,572 231,142 17,043,714 

計 109,633,096 1,421,846 111,054,942 


